（別紙様式第１号）
平成○年○月○日

九州バイオマス発見活用協議会事務局

株式会社　TRES　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所　

　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　氏名　

企画競争に関する説明会出席届

平成20年度環境バイオマス総合対策推進事業のうち地域に根ざした環境バイオマスの意識改革（九州地域事業）地域の発意に基づく実施体験モデル事業の企画競争に関する説明会へ参加します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　　日時：平成20年11月4日（火）13：30～14：30

　　場所：熊本合同庁舎　共用第7会議室

　　　　　　熊本市二の丸1番2号

   （担当者）

　　所属・役職

　　担当者氏名

電話番号

FAX番号

（別紙様式第2号）
平成○年○月○日

九州バイオマス発見活用協議会事務局

株式会社　TRES　　　　　　　　　　殿

住　　　　所　
商号又は名称　

　  代表者 　氏名　 
企画提案書の提出について

平成20年度環境バイオマス総合対策推進事業のうち地域に根ざした環境バイオマスの意識改革（九州地域事業）地域の発意に基づく実施体験モデル事業を受注したいので、別紙のとおり企画提案書を提出します。

記

　（担当者）

　　所属・役職

　　担当者氏名

電話番号

FAX番号

（別紙様式第3号）

企画提案書の様式

[　記　載　例　]

[　表紙　]

平成20年度

環境バイオマス総合対策推進事業のうち

地域に根ざした環境バイオマスの意識改革（九州地域事業）
地域の発意に基づく実施体験モデル事業に関する企画提案書
平成20年○月○日


[本　文]
1.企画提案する事業全体の概要
	＊企画提案する事業の概要を簡潔に記述ください。


2.企画提案する事業の個別内容

	（1）実地体験モデルの概要
　① 事業の内容（カリキュラム等）を記載して下さい。（事業名称、実施地域、カリキュラム等）
　② 事業の目標とする成果を記載して下さい。

　③ 体験事業の実施規模（計画人数）及び回数を記載して下さい。
　④ 実地体験を実施する上での実地体験者に対する安全対策について記載して下さい。

（2）対象とする実地体験者

① 参加者を募集する場合その方法について記載して下さい。

② 可能な限り実地体験者を分類し記載して下さい。

（3）事業実施スケジュールについて、事業採択以降の作業を時系列にまとめてください。

[参考]実施スケジュール表

時期

作業・活動

作業内容
11月下旬

（例）事業着手打ち合わせ

プロジェクトチーム編成

12月上旬

（例）事業計画策定
12月中旬

（例）参加者の募集
1月中旬

（例）○○受入

○○名1日

2月上旬

（例）△△受入

○○名1泊2日

2月下旬

成果報告レポート取りまとめ作業

3月上旬

第3回協議会での事業報告




3.事業実施体制
　事業実施体制を下表に記載して下さい。（責任者と担当者が同一の場合は、責任者欄に記載）
（１）事業全体の責任者
	全体責任者


	役　職：

氏　名：

ＴＥＬ：　　　　　　　　　E-mail：


（２）事業実施の責任者・担当者
	事業実施責任者


	役　職：
氏　名：

ＴＥＬ：　　　　　　　　　E-mail：

	事業実施担当者


	役　職：

氏　名：

ＴＥＬ：　　　　　　　　　E-mail：


（３）経理の責任者・担当者
	経理責任者


	役　職：

氏　名：

ＴＥＬ：　　　　　　　　　E-mail：

	経理担当者


	役　職：

氏　名：

ＴＥＬ：　　　　　　　　　E-mail：


（別紙様式第4号）

事業費積算表
	区分
	細区分
	積算 （円）
	備考

	地域の発意の基づく実施体験
	・賃金

・報償費

・旅費

・需用費

・役務費

・委託料

・使用料及び賃借料

・備品購入費

・技術員手当等

・資材購入費

・機械賃料
	
	

	合計
	
	


注１．積算に用いた単価等の根拠資料を添付して下さい。

注２．各経費の内容は以下のとおりとします。
○ 「賃金」とは、日々雇用される事務補助員人件費で、事業実施主体が事業を実施するために雇用した者に対して支払う実働に応じた対価（日給又は時間給）です。賃金の単価については、定められたものはありませんが、当該団体内の賃金支給規則や国の規定等によるなど、業務の内容に応じた常識の範囲を超えない妥当な根拠に基づき設定する必要があります。なお、設定された単価が妥当であるかを精査するため、上記の賃金支給規則等を応募申請の際に添付していただくこととなります。また、当該団体内の賃金支給規則による場合であっても、ボーナス、住宅手当、退職給付金引当金等については、除外して申請する必要があります。賃金については、本事業の実施により新たに発生する業務について支払いの対象とし、事業実施に直接関係のない既存の業務に対する支払いはできません。
○ 「報償費」とは、事業を実施するための、資料整理、補助、専門的知識の提供、資料の収集等について協力を得た人に対する謝礼に必要な経費です。謝金には、その性格上、定められた単価はありませんが、業務の内容に応じた常識の範囲を超えない妥当な根拠に基づき単価を設定する必要があります。なお、設定された単価が妥当であるかの精査のため、謝金の単価の設定根拠となる資料を応募申請の際に添付していただくこととなります。また、事業実施主体に属する者及び臨時雇用者等事業に参画する者に対しては、謝金を支払うことはできません。
○ 「旅費」とは、事業を実施するための、事業実施主体、事業実施主体から依頼を受けた者が行う資料収集、各種調査、打合せ、成果発表等の実施に必要な経費です。
○ 「需用費」とは、消耗品費、燃料費、印刷製本費、修繕料といった、事業を実施するための、原材料、消耗品、消耗器材、薬品類、各種事務用品等の調達に必要な経費です。
○ 「役務費」とは、事業を実施するための、それだけでは本事業の成果とは成り得ない器具機械等の各種保守・改良、翻訳、鑑定、設計、分析、試験、加工、システム改良等を専ら行うために必要な経費です。
○ 「委託料」とは、本事業の交付目的たる事業の一部分（例えば、事業の成果の一部を構成する調査の実施、取りまとめ等）を他の団体に委託するために必要な経費です。委託を行うに当たっては、第三者に委託することが必要かつ合理的・効果的な業務に限り実施できるものとします。委託費は、原則として補助金の総額の50％以上となることはできません。なお、事業そのものまたは、事業の根幹を成す業務を委託すると、補助事業の対象要件に該当しなくなりますので、委託内容については十分検討する必要があります。また、民間企業内部で社内発注を行う場合は、利潤を除外した実費弁済の経費に限られます。
○ 「技術員手当等」とは、本事業を実施するための、企画・運営、各種調査、分析、相談、システム開発等専門技術・知識を要する業務を行うための技術員、専門員、コンサルタント、システムエンジニア等を配置するのに必要な経費です。技術員手当等については、定められた単価等はありませんが、当該団体内の支給規則等によるなど、業務の内容に応じた常識の範囲を超えない妥当な根拠に基づき単価等を設定する必要があります。なお、設定された単価等が妥当であるかの精査のため、上記の支給規則等を応募申請の際に添付していただくこととなります。技術員手当等は、本事業の実施により新たに発生する業務について支払いの対象とし、事業実施に直接関係のない既存の業務に対する支払いはできません。
○ 「備品購入費」とは、本事業を実施するための、備品（機械・装置・物品等の購入並びにこれらの開発、改良、修繕、据付等に必要な）経費です。「資材購入費」とは、簡易整備の実施に当たり、必要となる資材の購入・整備（機械・装置・物品等の購入並びにこれらの開発、改良、修繕、据付等に必要な）経費です。「機械賃料」とは、簡易整備の実施に当たり、作業機械・機材等の賃料にかかる経費です。この補助金は、単なる備品の購入、簡易整備の実施並びに簡易整備の実施にかかる資材の購入を目的として交付されるものではありませんので、事業実施上不用と認められる備品購入費・簡易整備の実施経費は補助対象外とします。なお、簡易整備申請及び取得単価が50 万円以上の備品等の購入申請については、採択決定後の事業計画書提出の際に見積書（原則２社以上、該当する設備等を１社しか扱っていない場合は除く）やカタログ等を添付していただくこととなります。また、外国から備品、簡易整備の実施にかかる資材の購入等を購入する場合は、国内に居住する事業代表者が本事業期間中及び本事業終了後に適切に管理できるものに限られますので、管理が可能であることを確認した上で申請してください。
（別紙様式第5号）
平成○年○月○日

九州バイオマス発見活用協議会事務局

株式会社　TRES　　　　　　　　　　殿

住　　　　所　　

商号又は名称　　
　　　代表者 　氏名　 

　　　　　委託事業実施候補者辞退届

　平成20年度環境バイオマス総合対策推進事業のうち地域に根ざした環境バイオマスの意識改革

（九州地域事業）地域の発意に基づく実施体験モデル事業について、○○○○の理由により採択を辞退いたします。

記

（担当者）

　　所属・役職

　　担当者氏名

電話番号

FAX番号

企画提案書は以下の規制例に従って記述下さい。


用紙はA4版のみとし、左肩とじとして下さい。


本文の下中央にページを入れて下さい。


資源節約のため、「両面印刷」「再生紙の利用」を推奨します。


企画提案書は、以下に構成にまとめて下さい。


　　　表紙　　　　　　　　　　　　　　　　　１枚


　　　企画提案書（本文：図表等含む）　　　　12ページ以内




















提案者名(法人もしくは団体の正式名称)　　○○○○○○


代表者名　　○○　○○


所在地　　　○○県





企画提案書の記載内容に関する連絡先


　　　　　所　属　○○○○○○○○○


　　　　　役職名　○○○○○○


　　　　　氏　名　○○　○○


　　　　　ＴＥＬ　○○○○―○○―○○○○


　　　　　ＦＡＸ　○○○○―○○―○○○○


　　　　　E-mail　○○○○＠○○○○
































